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平成１８年８月２２日 

大阪市国民保護協議会 第２回企画部会 会議録 

 

（事務局：危機管理室長 千福） 

それではただ今から「第２回 大阪市国民保護協議会 企画部会」を始めさ

せていただきます。私は、本日の司会を務めさせていただきます、大阪市危機

管理室長の千福でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

それでは、まず最初に、委員の皆様方に本日の企画部会は「大阪市国民保護

協議会運営要綱第７条」の規定に基づきまして、公開ということになっており

ます。 

 本日、傍聴の方はまだお見えではございませんが、報道関係機関の方がお見

えでございますのでご了承の程、よろしくお願い申しあげます。 

また、本日ご出席に委員の皆様方には配席表を手元にお配りしております。

中で一部遅れられている方もいらっしゃいますが、大阪海上保安監部の東原委

員は、公務が急に入ったということでご欠席になっておりますのでよろしくお

願い申しあげます。 

それではただ今から第２回「大阪市国民保護協議会 企画部会」の開会をさ

せていただきます。まず、林部会長からご挨拶をお願いしたいと思います。 

よろしくお願い申しあげます。 

 

（部会長：林教授） 

おはようございます。 

企画部会第２回目ということで、前回、素案に対していろいろご意見をいた

だきまして、今日、それに対してきちっとした計画の案ができあがっています

ので、この計画が実効性のあるものとなるように、今日も活発にご議論いただ

きたいと思うしだいです。 

それから、今日は冒頭のところで特別に日野先生からご講義もいただけると

いうことですので、それも是非、計画に反映できるように工夫してまいりたい

と思いますのでよろしくお願い申しあげます。 

 

（事務局：危機管理室長 千福） 

どうもありがとうございました。それでは議事に入ります前に、お手元にお

配りした資料のご確認をお願いいたします。上から順番に 

・議事次第 

・部会委員名簿 

・配席表 
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・配布資料一覧 となっております。 

資料につきましては 

資料１ 日野先生のプロフィール 

資料２ ロンドンテロと危機管理 

資料３ （仮称）大阪市国民保護計画（素案） 

資料４ 第１回企画部会の主な意見等に係る計画素案における記述等について 

参考資料１ ロンドン同時爆破テロをめぐる英国イスラム事情 

参考資料２ 英国におけるイスラム恐怖症の歴史的展開 

参考資料３ 世界最強のボーダレス都市 

    （雑誌 ニューズウィーク 2005年 6月 8日より抜粋）」 

以上となっております。 

お手元の資料の過不足等ございましたら事務局までお申し付けいただきたい

と思います。 

それでは企画部会の議長は「運営要綱第６条第２項」の規定に基づきまして、

部会長が議長と定められておりますので、林部会長に議長をお願いたしまして

進行したいと思います。それでは林部会長お願い申し上げます。 

 

（議長：林部会長） 

それでは議事に入らせていただきます。本日の企画部会では「大阪市国民保

護計画」の素案について審議していただくことが主たる議題になっております

けれども、本日の審議の参考にしていただくために明海大学外国語学部助教授

の日野壽憲先生に今日はお越ししいただいております。 

先生の研究成果を踏まえて、今日、ここで発表していただこうと考えており

ます。先生の今日の発表の詳細につきましては、事務局のほうからご説明をい

ただければと思います。 

 

（事務局：住民保護企画担当課長 内藤） 

大阪市危機管理室住民保護企画担当課長の内藤でございます。 

ただ今議長からご紹介いただきました通り、本日の企画部会に明海大学外国語

学部助教授の日野壽憲様をお招きし、「ロンドンテロと危機管理」と題しまして、

昨年 7月にロンドンで発生しました同時爆破テロとその背景にございます諸問

題などにつきまして、ご研究の報告をいただきたいと考えております。日野先

生はお手元の資料 1プロフィールにございます通り、明海大学で英文学及び英

語文化圏事情、特に英国の事情につきましてご専門に研究しておられます。 

皆様もご承知の通り、つい先日もロンドンで旅客機を狙いました爆破テロの

未遂事件があったところでございます。 
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日本とは事情が異なるところもあるかと思いますが、本市としましては大都

市としまして特にテロに留意する必要がございますことから、英国に関する報

告をお聞きいただき、ご参考にしていただけたらと考えておりますので、どう

ぞよろしくお願い申しあげます。 

 

（明海大学外国語学部助教授：日野壽憲先生） 

皆様おはようございます。埼玉県から参りました日野と申します。先生方の

貴重なお時間をお借りしまして、私のつたない話をさせていただきますことを

大変ありがたく思っております。私、危機管理は素人なのですが、少しでもお

役に立てればうれしく思います。私は１０年ほど前から、イギリスの黒人とか

イスラム教徒の、マイノリティーの動向に関心をもっておりまして、毎年自腹

を切ってイギリスへ出かけ、細々と雑文にまとめて参りました。 

ところが、つい最近までこの仕事について関心を示す人は私の周囲にはほと

んどいなかったと思います。私のこの研究も鳴かず飛ばずになってしまうのか

と、ちょっと情けない気持ちでいたのですが、昨年７月７日にロンドン同時爆

破テロが発生しまして、その後、私たちの社会でも、イギリス及びヨーロッパ

の地域内のマイノリティーの人たちへ対する関心が高まったということは、先

生方よくご存知の通りでございます。 

お配りさせていただいたのは私の雑文の一つ「英国におけるイスラム恐怖症

の歴史的展開」というタイトルのほうですが、これはロンドンテロが発生する

少し前に書いたもので、イギリス国内の人種間の緊張関係がこのまま続いてい

けば、人種暴動が起ってもおかしくないということを考察しています。 

私のもう一つの雑文「ロンドン同時爆破テロをめぐる英国イスラム事情」の

ほうは昨年のロンドンテロ以降のイスラム事情を考察しています。お暇な折に

ご一読いただければ、ありがたく存じます。 

 

私がイギリスのマイノリティー事情を調べていたときに、いつも考えており

ましたことは、海の向こうの遠い話ではないのだ。明日の私たちの直面する問

題であるということでした。私たちの地域でも、不足する労働力を海の外に求

めざるをえないという状況がますます強まっているわけですが、そうした点か

ら考えて、第二次世界大戦後にイギリスがたどった移民労働者の受け入れの歴

史というものは、明日の私たちの方向性を考えるうえで貴重な先例になりうる

というふうに考えております。 

同様に昨年のロンドンテロに際してイギリス市民がどう対応したかという経

験は私たちが「危機管理」という非常に困難な問題を考えるうえでの教訓を与

えてくれると思います。 
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イギリス政府はマドリッドの列車爆破テロの経験から、当然のことながら国

内でのテロ発生を予測していました。ロンドン警視庁のブレア総監は２００４

年３月には「ロンドンでのテロ発生の脅威はとどまることを知らぬ勢いで広が

っている」と語っております。そしてロンドン警視庁のテロ対策職員を大幅に

増員して警戒にあたっておりました。にもかかわらず、昨年７月にスコットラ

ンドで開催された主要国先進会議の開催によるロンドン市内の警備の手薄、お

よび２０１２年のロンドンオリンピックの開催決定という喜びによる気のゆる

みをつかれる形でこのテロ事件は発生しております。 

 

ここにある新聞は、テロが発生した日の「ガーディアン」紙の一面です。２

０１２年のオリンピックが決まって、沸いている様子が写真で示されています。 

７月７日の翌日の紙面ですが、これはまた、先生方まさにご存知の様な状況

がビジュアルに示されているということです。 

１番の「いざというときのために知っておくべきこと」でロンドン政府の危

機管理の方法について入りたいと思うのですが、２００２年に爆弾テロ等の発

生を想定して、「非常時のために私たちが知っておくべきこと」という２２ペー

ジの小冊子を２,５００万世帯に配布して万一の場合の備えを呼びかけており

ます。 

その内容につきましては、１～１０番まで記載してございます。特に想定す

る非常事態ということで、3 番の火事、爆弾、化学薬品・生物化学的薬剤、放

射線等についての対処法が示されています。あくまでも常識、みんな知ってい

ることではあるけれど確認をしておいてくださいということで、爆弾の対処法

が１～５番までの内容で書かれています。 

この小冊子の最後、９番の「非常時に思い出すべきこと」では「自分が事件

に巻き込まれたり、危機に瀕する可能性があると思ったときは、『建物内に入り、

外出を控え、ラジオをつけ、周波数を合わせる』ということを実践してほしい」

といっています。 

私自身も、昭和４９年８月３０日、東京大手町の三菱重工ビルの正面の銀行

のほうに入っていたのですが、１～２分、外に出るのが遅れたおかげで爆破に

巻き込まれないですんだという経験があります。その経験からいざという時に、

建物の中にいて、外出を控えてということを私も身にしみて感じるところでご

ざいます。 

昨年の７月７日のテロの当日にロンドン中心部にいて、交通網が遮断された

混乱状態の中、歩いて自宅に戻った私の大学の卒業生がおります。彼女は自分

と同じように長い距離を歩いて目的地に向かうイギリス人が非常に冷静に行動

する姿が印象的だったというふうに語っておりました。 
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ロンドンテロ後の世論調査で、ロンドンテロによりに大きな精神的ストレス

を感じた人が、被調査者の３割弱であったということが発表されております。

３割という数字が大きいか小さいかというのはいろいろと判断があると思うの

ですが、大きなストレスを感じる人の割合がこの程度の数字に収まっているの

は、１９８０年代から１９９０年代にかけての IRA 等による爆弾テロによる経

験から心の準備があったからだと思われます。 

ちなみにイスラム系市民の場合は「ストレスを感じる」人が６割になってお

ります。あるいは IRA 等による爆弾テロによる経験を踏まえて市民に配布され

た先程紹介しました小冊子も昨年の緊急事態における市民の冷静な行動に一役

かっていたと言えるかもしれません。 

 

昨年のロンドンテロに関しては、勇敢な救助活動を展開した警察、消防、救

急関係者の勇気ある行動がイギリス社会では賞賛されてきました。一見、７月

７日当日の救助活動、それ以後の被災者へのさまざまな支援活動は申し分なく

行われてきたという印象を受けるわけですけれど、実際にはそうでもなかった

のです。例えばこれから紹介させていただくロンドン市議会による報告書を読

むと理解できます。実は、そこに貴重な教訓として私たちが学ぶべき点もある

と思います。 

プリントの２番、ロンドン市議会の報告者に関する個所に提案という囲みの

記事がございますが、これは昨年の記事を踏まえて調査委員会が提言として提

唱したものです。この報告書の結論部ではロンドンテロで学んだ教訓の多くは、

どの都市のどんな大事件にも生かせる、と書かれております。なお、お手元の

私のプリントの記述はあくまでも要約ですので、表記等は必ずしも報告書の原

文に沿ったものではりません。また、急いでまとめました関係で、不統一とか

不完全な部分が目立つかと思うのですが、御容赦いただきたく思います。 

 

２００５年７月７日のテロ事件の展開という部分は、４つの囲みの爆発で起

こりました。この爆破の後に起ったことを Aから順番に説明しています。A～F

に発生する項目は、事件発生から１時間以内に起こった状況を考察しています。

Ａ４サイズで１５１ページに及ぶかなり大部のこの報告書の１３３ページまで

が、事件発生１時間以内の状況の考察にあてられております。 

つまりこのことは、ロンドンテロなどの大惨事の場合、事件直後にいかに素

早く、また的確に処置をすることが大事か、ということを示唆しております。

そして、A の項目、事件発生後１時間以内の出来事ですが、事件の特定とそれ

への対応が遅れた理由は、救出する側とされる側、および救出に関係した人々

の間での連絡がうまくいかなかった点を挙げております。交信不能と不調とい
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う個所になります。ロンドンの地下鉄は古い車両が多く、非常時に用いる運転

士と乗客の交信装置が設置されておりませんでした。日本で聞きましたら、東

京の電車の中でも、こういうものが今でもあるそうです。しかし、市営地下鉄

は全部交信できるとおっしゃっておりました。また、運転士と地下鉄相互指令

所をつなぐ交信装置が爆破によるアンテナ破損のために機能しなかったようで

す。そのために状況が把握できない乗客は極端な精神不安に陥りましたし、救

出関係者は正しい情報が得られず、対応が遅れることになりました。この報告

ではまず地下鉄車両に最新の交信設備を設置するように促しています。提案の

１～３でございます。 

 

続けて、A の項目の６番に当たるところなのですが、救急車両の現場到着が

遅れた理由を分析し、提案４では、正確で迅速な出動の為の提案を行なってお

ります。遅れた理由としては、ラッシュアワーの時間帯で道路が混雑していた

ということも、一つは関係していたようです。 

続けて、事件発生１時間以内、B の項目ですが、救助と応急処置に関しての

問題点です。ロンドンテロ発生後には、携帯電話でのアクセスが殺到してつな

がりにくくなる状況が生まれました。したがって、救急隊員は携帯電話での交

信に苦労したようです。そこで提案５では、有事の際にはデジタル方式の無線

通信機の導入、また携帯電話のアクセス装置を非常時には制限して、救急関係

者が連絡をとりやすく手段を提唱しております。また、提案６では、事件発生

後、事件現場周辺のすべての病院に事件に関する情報を流し、患者をスムーズ

に受け入れてもらえるようにすべきだとしております。また、提案７では、救

急活動の際の連絡や物資の輸送がスムーズに運ばなかった経験を踏まえて、救

急関係機関の通信システム、および輸送体制の再検討を促しております。 

続けて、事件発生後１時間以内、C の項目ですが、車内にいて負傷をまぬが

れた人々や歩行可能な被災者への対処の問題です。テロが発生した地下鉄車両

に乗り合わせた乗客は、事件後の３０分間、トンネルの暗闇の中に閉じ込めら

れ、どう対処したらよいかわからずに不安を募らせました。したがって、提案

８では、平時から車両内に非常時の対処法を掲示して、乗客に冷静に事態に対

処してもらうべきだ、と促しております。 

Ｄの問題、事件発生後１時間以内、被災者の受け付けについてです。テロ発

生後には現場での被災者の確認が組織だった方法で行われなかったことが、警

察が報告を受けた被災者の数も極めて不正確な数字だったようです。したがっ

て、提案９では、事件発生後ただちに事件現場付近に被災者受け付けセンター

を設置することを提唱し、提案１０では、警察、消防、救急等の関係者が被災

者についての正確な記録を残すように促しています。 
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E の項目は、事件発生後１時間以内、一般市民への連絡についてです。ロン

ドンテロのような大惨事の回復期におけるメデイアの役割の重要性を考えて、

現地ではこの時期にメディア関係者と協力して復旧にあたることの必要性をと

いております。また、提案１２では、警察がその日に適任の警察関係者をスポ

ークスパーソンに選んで、警察発表として詳しい情報、的確な助言を、メディ

アを通じて行うことを提唱しています。 

 

続けて、F は事件発生後１時間以内、家族や友人を捜す人への対応。ロンド

ン警視庁は被災局を設置して、被災者の中に家族や友人が含まれていないかを

知りたい人々への情報提供を行なっています。提案１３では、このサービスを

より充実した内容にすべきだとの提案を行ないました。 

G は事件発生後１時間を過ぎてから、その日のうちに生じたこと。「建物内に

入り、外出を控え、ラジオのスイッチを入れ、周波数を合わせてください」と

いう警告は事件発生後、繰り返し放送されましたけれども、その放送を中止し

てもよい時点でも続けられ、その間に不必要な不安や混乱を招いたとの報告が

あります。したがって、提案１４では、市民への通報内容を状況を見ながら、

随時見直すことの大切さを訴えております。提案１５は、警察関連の内容で、

例えば非常時に一般市民に携帯電話の使用を控えてもらうといった警察の本来

の役目から離れたものであっても、社会的に重要な問題については警察発表に

盛り込むこと。さらには、有事の際に警察にメディアセンターの設置を行うこ

とを提案しています。提案１６では、今回のような非常事態に備えて、地方自

治体とビジネス組織との連絡強化を訴えております。 

 

H は事件後の数週間に起きたこと。事件後の早い時期に援助センターを設立

し、提案１７のように事件の失踪者についての情報を提供する。提案１８のよ

うに事件の被災者の詳細なリストを作成して彼らとの連絡に活用する。提案１

９、被災者の会結成への積極的な支援を行う、という問題がここでは論じられ

ております。 

H の内容では心のケアについて言及され、これが極めて重要だと思うので取

り上げられております。私は、先ほども話しました昭和４９年の三菱重工事件

で現場にいて、たまたま命びろいをしたわけですが、しかしその後しばらく、

花火のような破裂音、爆発音に極度に緊張する、強いストレスを感じるという

時期がしばらく続きました。例えば去年のロンドンテロでも、自分が運転して

いたバスの２階座席で自爆テロが行われ、九死に一生を得たギリシャ系の男性

は、事件一年を経過しても恐怖で運転ができないそうです。ロンドンテロの被

災者の実情を踏まえて、提案２０では被災者に対して組織だった精神治療を行
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うことを勧めております。提案２１では医療サービスの徹底を。提案２２では

精神治療の実施を含めた法的な手当てのガイダンスを作るべきだと提唱してい

ます。 

 

そして、I の部分ですが、ここには結論として確認したいことが４つ書かれ

てあると思います。１つは、今回のロンドンテロで得た教訓の多くはどんな都

市にも、大きな事件にもあてはまるのだということ。つまり、これから学べと

いうことを協調しています。２番目は、救急隊員たちが連絡をうまく取れなか

ったために行動に支障が生じた。したがって、デジタル方式の無線装置を持た

せるべきだという提案でした。３つめは、心のケアの救済計画というのが事件

前にはなかった。したがって、心にトラウマを抱えながら散っていった人が、

３,０００人はいたであろうと、そのことをよく考えていきたいということ。最

後に被災者の知恵にもっと学ぶべきであるということを確認しております。 

 

そして３番目の「ロンドンテロを越えて」という項目に入っていきますが、

ロンドンテロの教訓をどう乗り切っていくかという問題になります。今、イギ

リスの人口構成は全体で５,９５０万人。マイノリティーは７％を占めています。

ロンドンの人口は約７３７万人ですが、イギリス人としての在住は、約２割の

１４７万人となっております。 

今日、先生方のお手元にあります資料３はニューズウィークの記事ですが、

ここに書かれてありますように「ヨーロッパの主要国の都市のうち、人口が増

えて発展を続けているのはロンドンだけである」ということです。ヨーロッパ

の都市でロンドンほど繁栄している都市はないということ、そしてその原動力

は「人種の多様性を尊重し、それを生かしているからだ」というふうに結論づ

けています。それを続けていくことがロンドンの繁栄をキープしていく重要な

ポイントであるということです。この「人種の多様性を尊重し、生かす」とい

う視点はイギリスという国が発展を続けるうえでの生命線であるとイギリス人

は考えていると思います。 

 

としますと、B の項目ですが、イスラム系市民と周辺住民との間で加速して

きた物理的、精神的な分離状況というものは、イギリスの社会的発展という側

面から見ても、大きなマイナス要因であるわけです。昨年のロンドンテロは、

このイスラム系住民と周辺住民との分離状況を象徴するような出来事であった

というふうに思えます。そうした不幸な経験を踏まえて、イギリス政府は人種

間の対話、交流の推進を通じて地域住民の結束を強めることで、結果、テロリ

ストを生む土壌を変えていこうと積極的に展開しております。 
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ロンドンテロが始まってすぐにイギリスの内務省は担当大臣を派遣して９箇

所で対話集会をやり、いろんな意見を吸い上げました。吸い上げただけではな

く、具体的に今もそれを実践しようとしています。例えば教育の問題、失業の

問題、若者の育成の問題など、いろいろあるようです。イギリス人は自爆テロ

という非常に悲惨な経験を教訓にして、人種共生に向けての努力を、勇気をも

って展開しつつあるというのが現状かなというふうに思います。 

 

では、私に何ができるのかという問題なのですが、９月２日に自分のゼミの

学生と一緒に、東京の代々木公園にありますトルコ政府が作ったモスク、東京

ジャーミーに出かけて、お昼の礼拝を見せていただく、また、その後に、そこ

に集まった人たちといろいろと語ってみようという予定がございます。 

英語でよく使われる「視野は広く、行動は足元から」。私自身も自分の足元か

ら世の中を改善することを自分なりに続けていきたいな、というふうに考えて

おります。ありがとうございました。 

 

（議長：林部会長） 

どうもありがとうございました。今のご報告に対して、何かご質問等があれ

ばお受けしたいと思いますが、いかがでしょうか。では、李委員。 

 

（龍谷大学 李委員） 

すばらしいご報告をありがとうございました。ロンドンに在住のイスラム系

市民の中で国籍はどうなのでしょうか。まだ外国籍住民なのか、イギリス人国

籍でありながらエスニック・グループなのか。 

また、こういうテロが起ったときに、彼らの行動は彼ら自身が自警して自分

たちのネットワークをもったのか。それとも、マジョリティーとの連携をもっ

て自分たちとの保護に回ったのか、そのへんをお聞かせいただけたらありがた

いです。 

 

（明海大学外国語学部助教授：日野壽憲先生） 

１４０数万人が有色住民であるということで、その中にかなりのイスラム系

の方がいらっしゃるということですが、少なくとも数字に出てきた方は全部イ

ギリス人です。市民権をもっておられる方です。先ほどニューズウィークの記

事に言及しましたが、外国から一時的な労働者として入って来るイスラム教徒

などもかなりいらっしゃるということです。 

ロンドンテロの後も、私はすぐにロンドンに行ってみたのですが、都心部で

気がついたのはイスラム系だなと思える方の姿をほとんど見なかったんですよ
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ね。でもその周辺の、彼らが多く住んでいるところに行くとウジュウジャと言

えば失礼ですが、これはイギリスかなと思えるぐらいたくさんいたわけです。

つまり、ロンドンテロ直後、彼らは暴力を怖れて、外出等を控えていたという

部分で、かなり内向きの状況です。先生がおっしゃった自分たちの身を守ると

いう、そういう状況だったと思います。自分たちの身を守るということがかな

り組織だって行われていたかどうかという点について、私はかなり家族単位と

か、個別的、あるいは、本当に小さなコミュニティの中で気をつけようという

感じでひたすら自分たちに火の粉が降ってこないような形をとっていったとい

うことだと思います。 

 

調査ですが、「今回のロンドンテロを正当化できるか？」という質問をイギリ

スのイスラム教徒にしたところ、８８％が「正当化できない」というふうに答

えていたわけです。要するに、暴力はよくないというふうに、ほとんどのイス

ラム教徒は考えているのです。ただ、「彼らの動機は理解できる」というふうに

考える人は２１％くらいありました、「ロンドンテロを正当化できる」という人

たちが６％はいたということです。 

なぜ理解できるかという問題なのですが、４人のテロリストのうち 3人は移

民２世でした。イギリスで生まれたわけです。イギリスで生まれ育ったイギリ

ス人として意識をもった人です。イギリス人である以上、白人と同じ扱いを受

けてもいいはずだと考えるわけですが、実は自分たちのコミュニティを見てみ

ると、非常に失業者が多くて差別・偏見が顕著である。時に暴力を受ける、疎

外されている。結果、希望がもてないという非常に強い社会的な不公平感とい

うものが彼らの中には一部にある。で、抑圧感、イギリス人に抑圧されている

という感じがある。 

 

そうした不公平感とか抑圧感が若者の中で強まっていったときに、自分たち

を抑圧し、収奪する西洋諸国に敢然と挑んでいるイスラム原理主義、アルカイ

ーダみたいなものへの共感というものが生まれてくる。そうすると、もっとア

ルカイーダについて知ろうと思ってビデオを見たり、勉強したりすると、しだ

いに共感から傾倒していく。 

そして、同時にイスラム国家であるイラクをめちゃくちゃにしたイギリス政

府、アメリカ政府に対しての反発というものが強くなってくる。結果、破壊行

動でしか世の中の覚醒、目覚めさせることはできないのだ、という思いがどん

どん膨れあがっていって、今回の事件が起きたのだなと思っています。 
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（議長：林部会長） 

ほかに何かご質問はございますか？ では、一つ教えていただいてよろしい

ですか。レジュメの７ページのところに今回初めて「家族援助センター」とい

うのが作られたとご指摘いただいていますが、これはどこに作られたのですか。

警視庁の中ですか。 

 

（明海大学外国語学部助教授：日野壽憲先生） 

そうです。ロンドン警視庁の中です。ファミリーアシスタンスセンターとい

うものが、ファミリーとあるように、比較的狭い枠で考えていったと思うので

すが、このファミリーを取って広く援助していこうというような意識だと思い

ますけれど。ロンドン警視庁、メトロポリタンポリスです。 

 

（議長：林部会長） 

それから、ロンドンアセンブリーの報告書はインターネットか何かで入手で

きるのですか？ 

 

（明海大学外国学部助教授：日野壽憲先生） 

お読みになることはできます。私は要約といいますか、かいつまんで言いま

したので、詳しくはそちらでお読みいただくことができます。今、テロ後一年

経ちまして、いろんな報告者が出てきています。イギリス内務省の報告書、総

理府の報告書などが出てきています。 

 

（議長：林部会長） 

ありがとうございます。ほかに何かご質問、ございますか。よろしゅうござ

いますか。それでは先生、どうも貴重なご講演をありがとうございました。（拍

手） 

 それでは次に進みたいと思います。次は議題１「（仮称）大阪市国民保護計画

（素案）」というのが資料３にございます。これについては事務局のほうから、

まずご説明をいただきたいと思います。 

 

（事務局：住民保護企画担当課長 内藤） 

それでは、計画素案について、ご説明申し上げます。 

 お手元の資料３「（仮称）大阪市国民保護計画（素案）」をご覧いただきたい

と思います。 

 まず、計画の名称でございますが、表紙に、「仮称」ということではございま

すが、「大阪市国民保護計画」というふうにしております。 
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 これは、まず、この計画が、大阪市が任意に策定する計画ではなくて、「国民

保護法」の定めるところに従って定めるものでございます。さらに、「大阪府国

民保護計画」に基づき策定するものでありますことから、それらの名称との整

合性を確保する必要がありますこと。 

 また、この計画の対象は、前回の企画部会でご説明申しあげましたように、 

「市民」でございますが、武力攻撃事態や緊急対処事態におきまして、市民を

避難させ、避難した市民に救援を行い、また、発生した災害などに対処すると

いった、本市が市民の生命、身体及び財産を保護するために実施する活動を一

言で言い表す言葉は何かと申しますと、現在、一般に使われている言葉としま

しては「国民保護」でありますこと。  

 こうした点を踏まえまして、本計画の名称としては、「大阪市国民保護計画」

としているところでございます。 

  

続いて、素案の内容についてご説明申し上げます。 

 これは、前回の企画部会でお示ししました計画骨子案の内容に肉付けをした

ものでございまして、計画の構成は骨子案と同じでございます。 

個別の記述に関してでございますが、素案はご覧いただいておりますとおり、

かなりの分量でございまして、この場で逐一ご説明することは時間の都合上困

難でございますので、前回の企画部会で委員の皆様からいただきました骨子案

に対するご意見等に関しまして、今回の素案に、そのご意見等を踏まえて、ど

のように記述しているのか、あるいは、素案に特に記述がないものにつきまし

ては、どのような考え方から、そうようにさせていただいたかにつきまして、

ご説明申し上げます。 

 

 資料４の「第 1回企画部会の主な意見等にかかる計画素案における記述等に

ついて」をご覧いただきたいと存じます。 

 

 まず、資料の 1ページの項目の「1」でございますが、資料の中央よりやや右

側にございます「骨子案における記述」のところにございますように、第１編・

第２章の「基本方針」の「４」で「関係機関との連携」について記述し、同じ

く「６」で「公共機関の自主性の尊重」として「放送の自律を保障することに

より、表現の自由に配慮する」としておりました。 

 そのうえで、第２編の「安否情報の提供」の記述に関連して、表の一番左端

の「意見等の概要」にありますように、『「公共機関との連携」と「放送事業者

の自主性の尊重」というどちらかといえば対立する概念を、安否情報の提供に

際して、どのように調整するのか。』また、『安否情報を市の一局に集中して、
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そこから提供し、それをマスコミ各社が流すという基本方針を決めた場合でも、

マスコミ各社が独自に病院から情報を収集して提供することが起こりうる』と

いうご意見をいただきました。 

 

 この点に関しまして、表の一番右端の備考欄をご覧いただきたいと思います。

ここで、被災者等の親族などから特定の個人に関しなされる安否の照会に対し

まして、当該個人にかかる情報を提供することを「安否情報の提供」と呼んで

おりますのに対して、報道機関に、当該事案における被災者などの安否情報を

広く提供することを、それとは区別しまして、「安否情報の公表」と呼んでいま

す。 

 

 本市といたしましては、安否情報の提供が適切に実施できますよう、関係機

関等に協力を要請するなどしまして、安否情報の収集に努めることとしており

ますが、「公共機関との連携」ということで安否情報を「公表」する場合でも、

報道機関にその情報を「そのまま流してください。」ということではなく、あく

まで報道機関の自主性を尊重し、その自主的な判断に基づいて当該安否情報が

取り扱われることが基本でございますことから、本市の行う安否情報の公表に

よりまして、報道機関が別途、病院などから独自に取材して報道することにつ

いて、制約が加えられるものではないと考えております。 

 したがいまして、本市として何らかの制約や負担を報道機関に課すこと、例

えば「市が安否情報を集約し、それをマスコミ各社を通じて市民に提供する」

といったことを、方針とすることは考えておりませんので、この点につきまし

ては、素案には特に記述しておりません。 

 

 次に、２ページの項目の「２」でございますが、骨子案の第１編・第４章の

「市の地理的、社会的特徴」の「外国人登録人口」のところで、区別の外国人

登録人口の後ろの括弧書きの中の比率、例えば、生野区で申しますと、「総数の

２７．９％」という記述に関しまして、左端の欄にございますように、それが、

「本市の外国人登録人口全体に対する割合なのか、当該区の人口に対する割合

なのかを、わかりやすく、きっちり記述すべき」とのご意見をいただきました。 

 この部分に関しまして、前回の企画部会の説明では、括弧内の比率が、区の

人口に対する当該区の外国人登録人口の比率とご説明いたしましたが、市の外

国人登録人口全体に対する当該区の外国人登録人口の比率でございました。説

明が誤っていたことにつきまして、お詫び申し上げ、訂正させていただきたい

と存じます。 

 そこで、「素案における記述」のところでございますが、各区の外国人登録人
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口の後ろの括弧内に「外国人登録人口総数の何％」とそれぞれ記述しまして、

そうした誤解が生じないようにいたしました。 

 

 次に、その下の項目の「３」でございますが、骨子案におきましては、「赤十

字奉仕団」、または「赤十字奉仕団（地域振興会）」と記述いたしておりました

が、左端の意見等の欄にございますように、『「赤十字奉仕団」について記述す

る場合には、ほぼ表裏一体の組織であり、地域に通りのよい「地域振興会」を

前に付けて、「地域振興会・赤十字奉仕団」という表記にされたい』というご意

見をいただきました。 

 

 この点に関しまして、地域振興会様、日本赤十字社大阪府支部様とご相談さ

せていただきまして、地域で通常よく使われる表現であり、また活動の実態に

も合致しており、かつ要綱上も問題がない表現ということで、まず、｢大阪市地

域振興会・大阪市赤十字奉仕団｣と記述し、（以下「地域振興会」という。）とす

ることにつきまして、ご了解をいただき、そのように記述させていただくこと

といたしました。 

 

 次に、3 ページの項目の「４」でございますが、骨子案の記述におきまして

「警報の伝達において、高齢者、障害者、外国人等に配慮して伝達する」とさ

れていたことに関しまして、『警報の内容の伝達において、多言語での伝達方

法を考えていると思うが、どのような言語を考えているのか。』、また、『「外国

人」という言葉でひとくくりにせず、多様な配慮が必要であり、現状を詳細に

調査して施策に取り組むべき』とのご意見をいただきました。 

 

 この点に関して、右端の備考欄をご覧いただきたいと存じます。素案の「警

報の伝達・通知」に関する記述を抜粋いたしておりますが、ここにございます

ように、警報は、国の対策本部長であります内閣総理大臣が発令し、その内容

は、備考欄の中ほどに掲げております「警報に定める事項」の各項目でござい

ます。警報が発令された場合、本市は、それを直ちに市民に伝達する必要があ

りますことから、同報無線等による警報の伝達にあたりまして、市の職員が、

警報に定められた項目を、その場で外国語に翻訳して放送することは、現実に

は困難と考えられます。 

 

 また、現在、国におきましては、｢全国瞬時警報システム（J－Alert）｣と呼

ばれるシステムを開発中でございまして、これは、休日や夜間であっても国が

全ての市町村の防災行政無線のシステムを瞬時に自動的に起動させ、同報無線
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を活用して警報を全国に伝達するシステムでございますが、その場合にも、警

報の内容を自動的に外国語に翻訳して放送することは困難と考えられます。 

 

 このように、同報無線等を活用して警報の内容を伝達する場合には、多言語

で行うことは困難と考えられますので、「素案における記述」の欄に記載してお

りますように、日本語の理解が十分でない外国人に配慮し、「外国人にもわかり

やすい平易な日本語を使用する」といたしております。 

 なお、外国人に配慮した伝達としましては、別途、領事館や外国語 FM 局の協

力をいただくなどして、伝達を行うこととしております。 

 

 また、事態が発生した場合の警報の伝達などにつきましては、市民にあらか

じめ理解しておいていただく必要があると考えておりまして、右端の備考欄の

下段にございます「広報・啓発」に関する素案の記述にございますように、外

国人に対して、広報・啓発を行う場合、「外国語を使用した広報媒体を使用する

などして、外国人に配慮する」ことといたしております。なお、その場合の言

語を何にするかなどにつきましては、今後、検討することといたしております。 

 

 次に、4 ページの項目の「５」でございますが、左端の欄にございますよう

に、「援護を要する者として「外国人」が入っている箇所と入っていない箇所が

ある。これらの記述を統一されたい」というご意見をいただきました。 

 

 これは、「骨子案における記述」のローマ数字の【Ⅰ】の警報の伝達のところ

では、「外国人」が入っており、その下のローマ数字の【Ⅱ】の避難誘導のと

ころでは、「高齢者、障害者、乳幼児、病弱者、妊産婦等を優先する」とあって

「外国人」が入っておらず、次の 5ページのローマ数字の【Ⅲ】の救援の実施

のところでは、また、「高齢者、障害者、乳幼児、病弱者、妊産婦等に対し」と

あって、同様に「外国人」が入っておらず、次の 6ページのローマ数字の【Ⅳ】

の「平素からの備え」の「避難誘導」のところでは、避難実施要領の作成にあ

たって配慮する者として、ここでは「外国人」が入っている、という記述に対

するご指摘でございました。 

 

 この点については、前回の企画部会でも申し上げましたように、前回お示し

したものが、あくまで骨子ということで、記述として非常に不十分なものであ

ったことから、統一性がないような記述になってしまい、申し訳なく思ってお

ります。改めてご説明申し上げますと、基本的な考え方といたしましては、外

国人につきましては、情報の伝達に課題があると考えておりまして、情報伝達
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に関する援護の必要がある方について記述すべき箇所におきましては、外国人

について記述し、一方、情報が正しく伝達されたとしても自らの力で避難する

ことが困難な方、すなわち移動に関する援護の必要がある方について記述すべ

き箇所におきましては、外国人については記述しない、ということといたして

おります。 

 

 したがいまして、４ページにお戻りいただき、素案における記述において、

【Ⅰ】につきましては、「情報の伝達」に関するものでありますことから、「外

国人」について記述しております。【Ⅱ】につきましては、(3)の「避難実施要

領の伝達・通知」は「情報の伝達」に関するものでありますことから、「外国人」

について記述しておりますが、(4)の「援護を要する者への対応」については、

「自ら避難することが困難な者」という表現を追加いたしまして、移動の課題

に関する箇所であるという趣旨を明確にしたうえで、「外国人」について記述し

ておりません。 

 

 次の 5ページの【Ⅲ】のところでは、外国人の記述の有無に関するご指摘と

あわせまして、左端の欄にありますように、「救援の実施に関し特に考慮すべき

面、点を明示すべきである。」とのご意見をいただいたことから、避難所の管理

運営にあたっての「留意事項」といたしまして、援護を要する者への救援につ

いて、できるだけ個別に記述するようにいたしました。 

 

 この中で、外国人に関するものに二重線を引いております。まず、「イ」の中

で「日本語の理解が十分でない外国人にもわかりやすい情報伝達」、また、「キ」

の中で「生活習慣・文化・宗教の違いへの配慮」についてそれぞれ記述してお

ります。また、それ以外の援護を要する方についても、波線を引いたところに

ございますように、できるだけ個別・具体に記述するようにいたしました。 

 

 また、次の６ページの【Ⅳ】では、避難実施要領の作成にあたって配慮する

者といたしまして、外国人を挙げ、その趣旨が明確になるように「情報伝達方

法」という文言を追加いたしました。 

 

 次に、7ページの項目の「６」でございますが、骨子案において、「救援の実

施」に関して、府や他の市町村のほか、「日本赤十字社大阪府支部、運送事業

者である指定公共機関、指定地方公共機関と密接に連携」するとの記述してい

たことに対しまして、左端の欄にございますように、「個々の団体が計画に掲

げられたすべての救援項目を実施しなければならないとの誤解が生じないよう、
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それぞれの団体の業務において救援の措置を実施するという記述にされたい」

というご意見をいただきました。 

 

この点につきましては、「素案における記述」にございますように、「日本赤

十字社大阪府支部との連携」に関しましては、「その業務に関し連携する」と

いたしまして、また、「運送事業者である指定公共機関、指定地方公共機関と

の連携」としましては、「救援物資を運送するために、運送手段を確保する必

要がある場合、運送の求めを行う」としまして、これらの機関がすべての救援

措置を実施するのではないかという誤解が生じないように記述いたしました。 

 

 次に、8ページの項目の「７」でございますが、「個々の特殊なニーズの全部

に大阪市が対応することはできない。自助、共助、公助という３つの力をかけ

合わせるということはどんな局面でも必要である」というご意見をいただきま

した。 

 

 この点につきましては、素案では、本市が保護措置を実施する際に、関係機

関の協力、並びに関係団体や企業の協力を得ることに加えまして、市民の協力

をお願いすることにつきましても、具体的に記述いたしております。 

 

 まず、素案の４７ページの１行目からと、１７行目からの箇所では、「警報の

内容の伝達」につきまして、５２ページの１４行目からの箇所では、「避難実施

要領の伝達」、下から７行目からの箇所では、「避難所等への誘導」について、

５３ページの７行目からの箇所では、「避難住民の誘導」、１７行目からの箇所

では、「避難誘導にあたっての自ら避難することが困難な方への配慮」につきま

して、それぞれ市民の自発的な協力をお願いすることといたしております。 

 

 また、次の９ページでございますが、同じく素案の５６ページの１１行目か

らの箇所で、「救援に必要な援助」、下から９行目からの箇所で、「避難所の運営

管理」について、５８ページの２行目からと、下から３行からの箇所で、「食

品の供給」と「生活必需品の配分」について。また、７９ページの箇所では「消

火、負傷者の搬送、被災者の救助などの援助」について。１０１ページの箇所

では、「訓練」について、それぞれ市民の自発的な協力をお願いすることを記述

しております。 

 

 次に、１０ページの項目の「８」でございますが、「自主防災組織等との連

携」に関しまして、『「ボランティア関係団体等の理解、協力を得つつ、その
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連携方策について検討する」とあるが、どういう形で公助を行い、自助、共助

を求めていくかについて、具体的な記述があった方がよい』というご意見をい

ただきました。 
 

 この点につきまして、保護措置等の実施にあたって、市民に自助・共助をお

願いするところは、先ほどご説明しましたとおり、素案の個々の箇所に「自発

的な協力を得て」などと記述しておりますが、あわせまして「自主防災組織等

との連携」の箇所に、「市は、保護措置等の実施にあたり、①から④につきま

して、市民の自発的な協力が得られるよう」と記述いたしまして、全体として、

どういう活動について協力をお願いするのかがわかるような記述とさせていた

だきました。 

 

 次に、その下の項目の「９」でございますが、「研修」に関連しまして、『緊

急時に救援の実施を行う職員に対して、平素からの備えとして、研修だけでな

く、そういう場合を想定した意見交換や協議なども必要である』とのご意見を

いただきました。 
 

 この点につきましては、右端の備考欄に記載しておりますように、計画の策

定にあたっては、市のすべての所属に意見照会を行って策定することとしてお

り、また、意見照会に係る計画素案につきましては、本市の庁内ポータルの危

機管理室のサイトに掲載し、全庁的に閲覧することができるようにするなど、

ご意見の趣旨を踏まえまして、必要な対応を行っておりますが、計画の策定に

あたって実施することにつきまして、計画の本文には記述しにくいことから、

素案でも、第１編・第１章の「総則」の「５ 計画の見直し」のところで、そ

うした趣旨も踏まえまして、「計画の見直しにあたっては、広く関係者の意見を

求める」と記述いたしております。 

 

 次に、１１ページの項目の「１０」でございますが、「研修」に関連しまして、

左端の欄にございますように、「国際人道法は、国際的な、いわゆる戦争、紛争

エリアにおいては有効だが、緊急対処事態は犯罪なので、国際人道法が同じよ

うに有効であると理解されていると困る」ということなどございまして、『「保

護措置に必要な知識の研修」として、「国際人道法の啓発」という文言を入れら

れたい』というご意見をいただきました。 

 

 この点につきまして、素案におきましては、研修の箇所に、「本計画の内容

のほか、国民保護法や国際人道法など」という文言を加え、国際人道法につい
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て研修の内容にすることを記述いたしました。さらに、「緊急対処事態への対

処」に関する「基本的事項」として、緊急対処事態においては、国際人道法に

基づく「赤十字標章等及び特殊標章等の交付等に関する規定などについては準

用されない」旨も、あわせて記述しました。 
 

 次に、その下の項目の「１１」でございますが、計画を実施するにあたって

の経費負担の基本的な考え方、並びに、国に対する費用の請求方法につきまし

て、ご質問をいただいたので、素案におきましては、「国民保護法により原則

として国が負担することとされていることから、市は、別途国が定めるところ

により」という記述を加えました。 

 

 最後に、１２ページの項目の「１２」でございます。「市民の権利利益の迅

速な救済」に関しまして、『総合的な窓口を開設するという記述しかないが、

窓口の開設だけでなく、実費弁償や損害補償に関する対応措置についても記述

すべき』というご意見をいただきました。 

 

 そこで、「素案における記述」の欄に記載しておりますように、「窓口を開設

し」の後に「次に掲げる手続項目について対応する」を加えまして、その下に

「市民の権利利益の救済に係る手続項目一覧」として、損失補償などの手続項

目の一覧表を記載することといたしました。 

 

以上、簡単でございますが、前回の企画部会でいただきましたご意見等を踏

まえまして、今回の素案においてどのように記述しているのかなどにつきまし

て、ご説明させていただきました。 

何とぞよろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

 

（議長：林部会長） 

今、素案についてご説明いただきましたが、それについてご意見、ご質問等

があればお伺いします。 

とりあえず、ご説明いただきましたこれに即していきたいと思います。１～

１２まで前回のご指摘を受けて、素案の中でいろいろお書きいただいた、ある

いは考え方としてご説明いただいたことがありますけれどもいかがでしょう？ 

 

（弁護士 平野委員） 

私が前回の会議で質問させていただいたのは、先ほどのご講演によりますと、

「被災者受け付けセンター」というようなものをイメージして質問させていた
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だいたのです。ロンドンの場合は警察署内に設けられたとあるのですが、イギ

リスでは先ほどお話しのように、IRA とか、テロの危険が常にあったようで警

察署内に置かれたのかなあと理解しますけれど、もしこういう大阪市内にテロ

があった場合、そういうものをどこに置くのかとか、報道機関の自主性の尊重

というのは、それはそれでいいのですが、やはり、情報の一元化というのをや

っていただかないと、市民の間でいろんな情報が乱れ飛んで、どこで何を聞い

ていいかわからないという状況ができるというのがいちばんまずいのではない

かと思います。 

大阪市において一元化を、市がやるのがいいのか、どこがやるのがいいのか

は、今後議論していただいたらいいと思うのですが、そこへ聞けばなんでもわ

かるというような機関をぜひ設けていただけたらと思いますが、その辺につい

て大阪市はどうお考えなのかお聞きしたいと思います。 

 

（議長：林部会長） 

事務局のほう、お答えいただけますか？ 

 

（事務局：住民保護企画担当課長 内藤） 

安否情報に関しては法律に基づきまして、市の方で安否情報を収集して、整

理して、先ほど申しましたように被災者の親族の方に提供するというふうにな

っていますので、基本的には市が集約し、都道府県に報告し、都道府県から国

へ報告します。国、都道府県、市で情報を共有するということになっておりま

す。 

集約した情報の問い合わせをする窓口の設置の必要があるかと思いますが、

具体的にその窓口をどこにするかは今後検討したいと思っています。例えばテ

ロのようなケースや、もっと多くの避難所に多くの方が避難するケースもあり、

いろんな場合が考えられますので、そういった場合、どこに設置するのかとい

うことにつきましては今後、検討していきたいと思っております。 

安否情報だけではなく、その事案に関して、いろんな情報が輻輳するかと思

いますが、それにつきましては市の方が集約しまして、ほかの災害でも危機管

理室のホームページにまとめて出すようにしておりまして、そこに問い合わせ

の窓口も掲載していますので、そういう形で一元的に情報を提供できるように

考えていきたいと思っております。 

 

（議長：林部会長） 

よろしいでしょうか？ 安否情報の問題で市の歯切れが悪い理由というのが

ありまして、国はシステムを作って一元的に運用すると言っているのですが、
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何を作るのかということに対して、都道府県、市に一切明示がないものですか

ら、下手に「やります」と言ってしまったときに、国が作ったものと違ったら

どうしようと、全国の都道府県、市町村が悩んでいることです。 

正直、大変難しい問題で、先ほどご紹介にあった現場での被災者受け付けセ

ンターの設置、あるいはどこが部局になるかわかりませんが、被災局あるいは

家族援助センターみたいな形で、一連の被災者対応の流れというものは参考に

はなると思います。消防庁のほうも昨年のロンドンのテロに関してはずいぶん

関心をもって、いろいろ調べていると思いますし、安否の問題というのは大変

大きな問題なのでいろいろ考えてくれているとは思うのですが、残念ながら、

今のところ外から伺い知れることはなく、ご指摘の主旨は十分踏まえていると

思うのですが。そしてそれは大切なことなので考えてくれると思います。 

ただ、今、市に具体案を出せというのも無理なところだということをご理解

いただけたらと思います。今のポイント、特に安否情報の一元的な処理という

ことについては変わらないと思いますので、ご理解いただけたらと思います。 

他に進んでいく中で素案にもられているご質問、ご意見等あればいただきた

いと思います。いかがでしょう？ こんな形に１～１２番までで対応させてい

ただいたことでよろしいでしょうか？ 

 

（大阪商工会議所 灘本委員代理 豊岡地域振興部長） 

総論のところで「緊急対処事態への対処」というのがあり、第２編で「武力

攻撃事態への対処」というのがあるのですが、総論の中に「武力攻撃事態への

対処」というのが入っていないと。本当は、総論の中に「緊急対処事態への対

処」と「「武力攻撃事態への対処」の２つが盛り込まれて、その後にもっと詳細

を論じるところで「武力攻撃事態への対処」があっていいのかという、立て方

の問題です。 

そして、これは質問になるのですが、ロンドンのテロについては「武力攻撃

事態等への対処」になるのか「緊急対処事態への対処」になるのか、というこ

とをお聞きしたいのが２点目の質問です。 

次に、２１ページの計画が対象とする事態で「武力攻撃事態の類型」が載っ

ていて、「緊急対処事態の事態例」が載っているのですが、「武力攻撃事態の類

型」というのが「着上陸侵攻、ゲリラや特殊部隊による攻撃、弾道ミサイル攻

撃、航空攻撃」と戦争直前ぐらいの感じになってくるのですが、それに反して

「緊急対処事態」の事態例のほうは、ロンドンのテロなども対象にしたような

形で、すぐに考えられる脅威、緊急対処事態かな、という気がいたしておりま

す。そうだとすれば、立て方としまして、第２編の「武力攻撃事態等への対処」

が中心になっていますが、「緊急対処事態への対処」というのが、現実的には一
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番考えないといけないのではないかと。そこから、一段階エスカレートしてア

ラートを上げたものが「武力攻撃事態への対処」ということになるので、「緊急

対処事態」のほうを詳細に対処して、その後にワンランクレベルアップした「武

力攻撃事態への対処」というのを考えるような構成にしてはいかがかと。 

これは意見でございますが、そう感じました。 

 

（議長：林部会長） 

基本的には「緊急対処事態」と「武力攻撃事態」との関係をどうさばくかと

いうことになるかと思います。まとめてお答えいただけたらと思います。 

 

（事務局：住民保護企画担当課長 内藤） 

まず、さきほどのご質問の中でロンドンの事案がどれに該当するか「武力攻

撃事態」なのか、「緊急対処事態」なのかということでございますけれども、２

１～２２ページに「計画が対象とする事態」ということで書かれておりますが、

「武力攻撃事態」というのは戦争のことでございます。「緊急対処事態」という

のが大規模テロでございますので、ロンドンの事態は、国が認定するかどうか

というのは国の判断ですが、認定されれば「緊急対処事態」に該当するのかな

というふうに思います。 

計画の構成についてでございますが、この計画の基になっておりますのが「国

民保護法」という法律でございまして、その法律では基本的には「武力攻撃事

態」について記述しまして、その項目を「緊急対処事態」の場合は準用すると

いうことになっております。 

ですから、法律もそうですし、国の基本もそういう形になっております。詳

しく書かれておりますのは、原則は「武力攻撃事態」になっております。大阪

市の場合は「武力攻撃事態」よりも「緊急対処事態」に特に留意するというこ

とで、「緊急対処事態」の項目を前にもってきておりますが、基になっておりま

すものがすべて「武力攻撃事態」が基本という記述になっておりますので、そ

れを全部「緊急対処事態」に置き換えて書くということにはさせていただいて

おりません。 

この構成につきましては、大阪府の「国民保護計画」にもそういうふうにな

っております。 

 

（議長：林部会長） 

よろしいでしょうか？ もし何かありましたら、追加的に。非常に根幹にか

かわる問題ですから。 
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（大阪商工会議所 灘本委員代理 豊岡地域振興部長） 

前回のときに、「国民保護法」と「大阪府の保護計画」に沿って「大阪市の保

護計画」も作成するとのお話がありましたので、今さらということがあるので

すが、どちらかというと「武力攻撃事態」を対処するということをメインにし

て、「緊急対処事態」の方はその分を準用するということですが、逆転した書き

方のほうがわかりやすいかな、という気がしましたので、意見として言わせて

いただきました。 

そちらの方が本当は、現実に起こりうるものに対処した形になるのではない

かなと。「国民保護法」で「国が・・・」というときは戦争自体を想定していま

すが、市の場合はどちらかというとテロなどの対処を想定しているので、逆転

して書いても、そちらの方がわかりやすいのでいいのではないかという感じが

いたします。固執するわけではございません、意見でございます。 

 

（議長：林部会長） 

はい、ご意見としていただきましたけれど、何か市のほうでお考えがありま

すか？ 

 

（事務局：住民保護企画担当課長 内藤） 

ご指摘の通り、大阪市におきましても「緊急対処事態」に留意したような計

画にしていきたいと思っているのですが、全部を「緊急対処事態」という表現

に書き直すというのはなかなか困難なところもございますので、ご指摘の主旨

がどういうふうに反映できるかについて検討させていただきたいと思いますの

でよろしくお願いします。 

 

（事務局：危機管理室長 千福） 

すみません。当該担当からおっしゃっていただいた通りなのですが、「緊急対

処事態」というのも後から国が認定しますので、当面起こるときは災害のよう

に起こります。我々がすぐに動くときは「災害対策基本法」なりの考え方で動

いて参ります。そちらで「緊急事態」になり、それが戦争状態になると「武力

攻撃事態」になって参ります。なかなか「緊急対処事態」から書き出すのも難

しいということがございます。 

ただ、おっしゃっていただいています通り、大阪市で起こりうる、そしてせ

いぜい起っても「緊急対処事態」であろうということは、我々も当初から考え

ておりますので、そういうことが起こりやすいことに留意しなければならない

ということで、１編の６章のところに「緊急対処事態への対処」と書き、ここ

を受けて２編で「全体的に武力攻撃事態への対処」みたいな形で書いているの



 24

ですが、書き下しが１編の中に入れてしまっているので、形があったりすると

中味の詳細は「武力攻撃」事態を中心に書いているという全体の流れがござい

ます。 

６章で、書き下しで工夫できないのか、こういうところに配慮しているとい

う記述にできないかを検討させていただきたいと思いますので、よろしくお願

い申しあげます。 

 

（ジャーナリスト 福田委員） 

市民の命が守られることは大事なことです。全体のバランスとか国の考え方

もあるでしょうが、大阪市民の感覚では、もちろん安全を保障することは大事

ですが、先ほど事務局のご報告にありました「国民保護法」という法律が、原

則「武力攻撃事態」そして「緊急対処事態」という流れになっていることに非

日常の中の驚きがあるだろうと思います。特に大阪市だけではありえない法律

だろうと思いますから、むしろわかりやすいことの中で、安全が保たれるのだ

ということへのていねいなフォロー、これは表現の中ではどこまでいれるかと

いうことが最終的にはあると思うのですが、私はとりあえず、今日全部を決め

ないといけないということではないので、他の動きも見ながら検討していただ

きたい。 

わかりやすく、安心、何かあったときは考える、というのが普通の市民感覚

であって、そのことを受け止めることについてはそれぞれの専門の分野で考え

るということが大事だと思います。その辺のバランスというのが私も報道の分

野で働いておりますけれども、そういうことも含めて大事に処理していく、法

律を作っていく姿勢にはそのことを大切に考えていただきたいと思います。 

 

（議長：林部会長） 

ありがとうございます。はい、どうぞ。 

 

（大阪市地域振興会 武智委員） 

地域振興会の関係者ということで、皆さん実体的な面で心配されておられま

すが、私自身もはっきり申しまして、自衛隊辺りが対応すべき問題までを包含

されたように誤解されたら困るなあという気持ちと、大阪市でもしもが起こっ

たときには地域振興会が実務的に対応しなければならないということがありま

す。そうすると、その責任者としては、この案が出たときに意見がなかったの

かということでもいけませんので、皆様に一言お願いしたいのですが、市民感

情に対して誤解が起こりやすい問題があったら、テロの問題ではなく、今の社

会背景、北朝鮮辺りの混乱した背景の錯覚が起こりやすいと。その点があるの
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で、国レベルの問題よりも市民の局地的な問題に対する即応体制を作るのだと

いうことが全面に打ち出しているようなものがどこかにあれば、それによって

説明しやすいなと。法の理念の問題が甘かったがために、総論があいまいで、

そのために誤解されて、昔の歩んだ道を市民が参画するようになっているので

はないかという誤解を生むように私も思います。非常に難しい問題を含んでい

ます。実務者としては法律にまとめるのは大変だと思いますし、難しいことだ

と思います。特に、市民に対して説明しようとしていることに気を配らなけれ

ばならないと思います。 

 

（議長：林部会長） 

お三方から同じ問題についてご意見をいただいていますけれど、この問題、

実はこの計画の中にある意味では答えを仕組んであるのです。課題として考え

るのと計画としての整合性というのがありますので、私は他のところでこの手

のことをお引き受けするときに申し上げているのは計画としては粛々として作

ればいいと。基本的には「大阪市の保護計画」でいちばん大切な問題は、国民

保護法が適用されると、国がいろんなものを国家保障するというのが、災害と

唯一違っていることです。ただその時に法律をベースにしてやっているもので

すから、先ほどのお話のように着上陸侵攻から全部話が進んでいくという、あ

たかもどこかの第三国が攻めて来るという感じの想定から話が始まっているわ

けで、実態論を考えれば、発生確率は極めて低いということです。 

形の上の順番と実態をどう整合するかが問題になって、その国としては最悪

の事態に備えて体制を整えていこうということですから、記述しているのは実

は「武力攻撃事態」しか考えていない。「緊急対処事態」については何をするか

という記述はない。一部ここが変わりますよという変化しか書いていないので

す。 

そこを計画のレベルで全部書き直そうとすると、膨大なエネルギーが必要に

なってくるし、賢いやり方だと正直、私は思いません。では何をしてほしいか

と、私が委員長を引き受けるときの条件があるのですが、２ページ目を見てい

ただくと７というところに「実施マニュアルの作成等」というのがあります。

結局実施マニュアルをどれだけ使える形で作るか、その場合には先ほど豊岡委

員が言っていただいた通りのことがまずあるわけで、何が起こっているのかと

いうことを前提にして、それを処理できるような仕組みとしてスタートしなけ

ればならない。 

例えば、今日の素案を見ていただいても、２３ページのことが問題になりま

したけれど、正直言ってもう少し上手に書けると思います。２５ページからを

見ていただくと「事案の発生後、ただちに事態等の認定がある場合」それで次
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のページを見てやって、「原因不明の事案が発生した場合」ということで、あく

までも着上陸侵攻のようなところからものがスタートしている。そこと戦うよ

りは、実効性を考えれば、マニュアルの中でまずこの順番も変わるでしょう。

原因不明のことが起こり、それで対処してみて、それが可能性から言えば「緊

急対処事態」になる確率のほうが認定される場合よりも高いかもしれない。 

認定というのは事態そのもので動くのか、あるいは色々な世論の動きで動く

のか、最終的にはわかりませんが、最後に認定があるというところまで、シナ

リオを作って、実効性をどう担保するのか、というのが恐らくこの実施マニュ

アルというのを今後考えていくべきことだというふうに思っているところです。 

同じような質問を国の委員会でもすると、そして何て彼らが答えるかと言う

と「法律にそう書いてありますので、順番は変えられないです。」、それが彼ら

の答えなのです。ですから、彼らもわかっているのです。 

今、全国の市町村でこういう計画を作っていただいているのですが、これが

終わると次に何をやるかということになると、一応、都道府県、市町村の計画

ができることになりますから、より実効性のあるものに移していかなければな

らない。そうなると訓練とかマニュアルの整備は次の国としても大きな眼目と

して考えるというのが実態ですので、具体的なシナリオも用意するようにして

いますが、それをどっからどういう順番でそれぞれの基礎自治体が取り上げて

いくのかかなりの裁量権がある問題だと思いますし、そういう中で地域振興会

の皆さんとも一緒になって対応の仕方を考えていくようなこともありうるので

はないかと思います。 

ですから、あんまりここだけで攻めて、押したり、引いたりしても、もった

いないといいますか、エネルギーがかなり無駄なので、むしろここにあるマニ

ュアルの段階で、ここでは市がもっと自由度をたくさんもてますので、そこを

市民のみなさんといっしょになってきっちり作っていくというほうへもってい

く必要がある。それもあまり急いで作る必要はないと、私は個人的には思って

いるのですが、むしろこういうことを一緒になって考えていくとすれば、いろ

んな事態が想定できますから、そういう事態の中で自分たちにとっていちばん

切迫性が高いと思うものから順次‥‥。いきなり最初から難しいことをしない

ほうがいいと思いますよ。いきなり「放射能がどうとかこうとか」と言ったよ

うな。むしろ通常の、何かわからないことが起こったと。その中で結果として

は、通常の爆発だったとか。それでどうやっていこうかと。 

大阪市内でも過去に、例えば天六のガス爆発とかといった幾つかの対処の実

績もお持ちですし、どういうふうにすればいいのだというノウハウも実は蓄積

していますし、そういうふうな形で見ていく必要というものは出てくるだろう

と思いますので、あまりこのレベルで押し問答をしないで、もう一つ別の、自
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分たちがもっときっちり書き込めるところへ送り込むというのが大切なのでは

ないかなあと思うのですが。でも、大変貴重な問題なので、市としては一応少

しでも反映させたいということで、２３ページに「武力攻撃事態」の前にこれ

を置いているというのは事実なのです。ただ元の規定が基本的には「準用する」

と書いてあるので、準用するのを読む前にいきなり「準用」というのにいくの

はしょうがないところなのですが、ご理解いただけたらと思います。 

今、この素案そのものにご意見を賜わっておりますので、これについてほか

にご意見、ご質問等があれば承ってまいりたいと思います。 

 

（龍谷大学 李委員） 

 ロンドンテロの場合、日野先生の資料によると、市民救援に関しては警察が

主体になって活動しています。大阪市の場合、４２ページに記載されているん

ですけれども、応援職員の動員、自衛隊に対する要請をどの時点で依頼するの

か。警察と自衛隊と消防庁、その辺の連携と誰が主体で活動していくのか、そ

の辺を知りたいところです。 

 

（議長：林部会長） 

 今のご質問に対して事務局のほうから。 

 

（事務局：危機管理室長 千福） 

市民の方の救護という意味で、けがをされたり、救出しなければならない場

合だと、当然、当初は消防が動いて、それに対して警察もいっしょに動いてい

ただく。これが広範囲になるとか大量の人数になると、自衛隊の派遣を要請し

ます。そういったことにつきましては大阪市長が判断をして要請して参ります。

それ以外に体は大丈夫だけれど住めないとか、一時的に避難をするといった側

面的なフォロー、住民の方へのアプローチはここの計画の中では、各任務分担

のところで書いていると思います。区役所などの職員、あるいは交通をどうか

するということであれば、警察のほうも助けないけれど交通規制をかけるとい

ったアプローチをするといった形でそれぞれの部署が動いて参ります。けがを

した人を救出するのは我々ですが、行けない場合もありますので地域振興会の

皆様に「やってください」と大阪市でお願いするということです。実際に助け

るのをどうしたらいいのかという場合、国には理念がありますが我々は実態で

すので、正直言って消防では助けられないケースとか、なかなか着けないので

そばにおられる人に「助けてください」ということもあるので、「自助、共助」

の「共助」というところもこの計画に入れさせていただいております。 

責任は大阪市長がもって手配をしますが、実態としてはみんなで協力してや
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っていくということです。JR 福知山線の事故のときの日本スピンドル社さんの

ああいった動きが理想なのかなあと思いますし、それで動けるようにマニュア

ルとか訓練とかもご参考にしていただいて、みんなで困っている人とかけがを

した人を助けるような体制を作っていきたいというふうに思っております。 

 

（議長：林部会長） 

はい。山本委員、お願いします。 

 

（大阪府医師会 酒井委員代理 山本理事） 

今のことですが、部会長さんがマニュアルということをおっしゃっていただ

きました。災害時の体制のマニュアルは大阪府でもきっちりできていまして、

今度大阪府でも改定するということで、私どもの医師会も一緒にお聞きしなが

ら改定したのですが、局地型の小規模災害、大規模自然災害、交通事故等の事

故による災害、もっと他府県、近畿圏に及ぶような災害をどうしようかという

ことで、今おっしゃったような具体的にどういう医療機関、関係機関が実際に

どう関わる、というように詳しく示しています。当会においても災害時におけ

る医療施設の行動基準の改訂を始めていますので、その辺はたぶんマニュアル

で全て網羅でき、結局、災害時の体制は、戦争とかテロへの対策とほぼ同じで、

この国民保護協議会と共通する部分があり、応用できると思うのです。 

だからそういうものを参考にしながら、マニュアルでどんどん入っていける

のではないか。ですから、決してあわてることもないし、心配することもない

と私自身は思っています。今、資料がございませんが、きちんと見ていただい

たら安心できるような「どんな関わり方をするか」というようなこともやって

います。そして、いろいろな関係機関も協議する場合もありますので、ここで

取り入れて、マニュアルという仕組み作りをしていくことが良いと思います。 

 

（議長：林部会長） 

よろしいでしょうか。この問題、実は３１ページのところがポイントなので

すが、４行ほどですが、「現地調整所」と書いてあります。結局、ここをどれだ

け書き込むかというところが今、李委員にご指摘をいただいて山本委員のほう

からもある程度ご説明をいただいていることですが、「緊急対処事態」というも

ののほうが起こりやすいとして、ではそのイメージというのはどういうことか

というと、先ほどの JR 福知山線の事故のような、一箇所で何かがあって周辺に

影響が及ぶ。そこへ四方八方から様々な関係機関が来て対応するというイメー

ジの状況にたぶんなるだろうと。それが４箇所あったのが実はロンドンだった

のですが、そういうイメージになると。 
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そうするとそこには、まず最初に消防が行きます。救急があり、消火もあり

ます。当然のことですが、そこは犯罪現場である可能性もありますから警察が

捜査もするし、周りの交通整理や危険立ち入り禁止区域の設定もされたりする。

当然、負傷者がいたりすれば医療チームも入ってくるというのが現場での最低

限のプロの間の調整だと思うのです。 

そこの部分をここではあまり明示的に書かないで済ませている。そこが書い

てあると先ほどの李委員のご質問に対しては「こうなのです」ということで文

言としては説明がつくかと思うのです。それが現場だけでは進まないので、そ

の後半に市としての本部が開かれ、その間をどうやり取りするのだという問題

が発生してきたり、同じようなことが関係機関にもそれぞれ本部が開かれてど

う調整するのだという問題が発生すると。それから、特に被災した方の支援と

いうことになれば、先ほど室長がおっしゃったように、実際に最前線でやって

いただくのは「区」ということになります。その「区」にもいろんな形の本部

が必要になるというのが実態の時間経過に応じたような流れになるところです。 

それを計画のほうに書いてしまうのか、マニュアルでカバーするのかは言っ

てみれば選択です。ここでは「現地調整所」をある意味では軽く書いていると

いうのが実態かなというところです。比較的、軽いので先ほどのようなご質問

になるのかなと。３２ページ以降にあるのは「大規模自然災害」のときのフル

スケールの全庁体制が書いてありますから、そこら辺が違和感を感じられてい

るところなのかなあと思います。 

ここは今ここで白黒をつけるのは難しいと思いますので、李委員のご指摘、

あるいは山本委員のご指摘を踏まえて、どのくらい現場での動きというものに

ついて説明をするかということです。それは事務局でご検討いただければいい

のかなあと。これは Web で載せてみんなに見せるのですから、啓発資料の側面

もありますし、ルールブックのように、「こういうふうになっているんですよ」

ということをある程度説明するにはある程度具体性があってもおかしくないと

思います。逆にあまり細かく書き過ぎると、読んでいて頭が痛くなりますので、

その辺は必要に応じて調整すればいいことだと思いますけれど。 

ここの書き方がみんな小規模の、私の個人的な意見では「点発生の一現場型

の」と言っていますが、そういうものが拡大していくイメージで、この事態が

思われていながら、実際のここの記述が全庁的な、かなり大規模な災害型の体

制として書かれているところの２つのイメージのギャップということなのだと

いうふうに認識しています。そこは少し、事務局のほうで検討していただけた

らと思います。 

さて、他に何か、ご指摘やご質問をいただくことはありますでしょうか。事

務局のほうから何かありますか？ 
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（事務局：危機管理委員長 千福） 

林部会長のほうからいただきました現地の「指揮調整」というところなので

すが、当然、我々に危機管理室ということでできております。我々が本部をや

りながら現地にも人を派遣して調整をさせていただくということで、私どもの

「危機管理指針」であるとか「危機管理マニュアル」を書き出すととんでもな

い量が入ってまいります。当然、我々が主体的となっていろんな方と調整をす

る。ここだけではなしに、周辺でも別のところで電話連絡をするということで、

４行ぐらいの短文になっているのでご理解いただけないかもしれませんが、も

う少し書き下しを検討したいとおもいますが、これについても相当なボリュー

ム量の考えはできておりますし、事件、事故が起こったときにどう動けるかと

いうことが詳細にできております。それをどこまでここに入れるかということ

なのですが、林部会長がおっしゃっておられましたようにバイブルのようで、

もう少し細かいところを言っていただくといろんなものがあります。それを個

別の事案ごとのマニュアルみたいに仕上げるときにまた入れていけることがで

きればというように考えておりますので、どうかよろしくお願い申しあげます。 

 

（議長：林部会長） 

少し意地悪を言うと、ここに「現地合同調整所」と書くのです。すると皆さ

んはものすごく頑張らないといけなくなるのですが、今危機管理室が頑張ると

おっしゃつたので、できたらここに「現地合同調整所」と書いて、危機管理室

に総合調整機能をぜひ発揮してもらえるといいかもしれませんね。 

実は JR 福知山線の事故のときに、結果として「現地合同調整所」ができたの

です。あれは尼崎の市内で起こっていますから、現場に来たのは尼崎市の消防

で現地の本部を置きます。次に来たのは兵庫県警で、あまり場所の余裕がなか

ったこともあって、すぐ横にテントを張って本部を作ったのです。その横に JR

が現地本部を置いてくれて、結果的に消防と警察と JR が軒を接して対策本部を

開いた。それぞれに執務スペースがあるわけですが、そして４日ほど活動して

いたのですが、その中で１日目の夕方ぐらいから JR が OA 機器を持ち込んでく

れて、結局は関係機関全体で会議をしながら対応計画を作る。その計画を最終

的には各機関の責任者が署名なつ印して、合同で現場をしきるということがで

きたのです。そういう意味では日本の危機管理から言えば、すごくいい事例だ

と思うのです。そういうことができるというのは、そして実際にできたわけで

すから、それを偶然にせず、次はルールになるようにしていくことが大変重要

だと思います。 

そして、実は尼崎消防だけが頑張ったのではなくて、大阪や神戸の消防も来
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てくれて、そういう人たちが助けに来てくれなかったらとても足りないわけで

すが、尼崎消防の指揮下で大きなところがきちんと動いてくれたことが、それ

ぞれの機関を強くしていってくれているということがございます。そういう意

味で室長がたくさんのノウハウがあると言ったのはウソではないわけでして、

どこまで見せるかというのは別ですが、そういう意味でぜひ現地に「合同調整

所」というところで頑張っていただけるといい。そういう中で大阪市が、府も

かぶってもらわなければいけませんが、当該ですから、市域の中で起こってい

ることについては市が色々な意味で事務局機能をやるというふうに書いていた

だけたらいいのではないかと思うのですが。さて、他にご質問がございますか。 

 

（大阪商工会議所 灘本委員代理 豊岡地域振興部長） 

こちらに書き込みをしていただくというのは難しいことなので、書き込みを

していただくということは念頭においていませんが、先ほどの講演を聞かせて

いただいたときに「１時間以内の対処」がなかなかできなかったということで

すが、この計画を作るときに時間との戦いだと思いますので、本当は時間の記

述が欲しくて「現地の対策本部が事案が起こってから１時間以内にできる」と

か、「できるだけ早く」というような時間の概念、ここへの書き込みは難しいと

思っていますが…。「武力攻撃事態」についても「国が認定した後」というよう

な動きになっていますので、「速やかに動く」ということを、時間との戦いなの

でそれを念頭に置いていただくということをマニュアル作成時にできるだけ書

き込んでいただければありがたいと思います。その視点が大事かということを

意見として言わせていただきます。 

 

（議長：林部会長） 

スピードが全てだと思いますので、それを考えていただければと思います。

事務局のほうから、今のご意見に関してございますか？ 

 

（事務局：危機管理室長 千福） 

常に１分１秒でも、ということでやっておりますし、まずは市民の皆さんの

ケガ、生命を考え、いかに早く救出するかということに主眼を置いております。

それをやりきって後はどんどん他のことをやっていくということで。そういう

救出、救護をするということを主眼に置いて、そのために何をすべきか、どれ

だけの時間でできるかということなので、ロンドンのように１時間ということ

まで決めておりませんが、作業の優先順位というのは常に決めております。そ

れをできる限りやっていくということで動いておりますが、我々のマニュアル

の中にあり、計画上は全て羅列されていますので、いつの時間にするかわから
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ないということになっていますが、ご安心いただいてもいいかと思います。 

 

（議長：林部会長） 

他に何かご意見がございますでしょうか。どうぞ。 

 

（龍谷大学 李委員） 

最後に付け加えたいのですが、北朝鮮のミサイル発射後、総連系の学校に通

っている学生に対する嫌がらせが起こっております。学校に対しては、E メー

ルとか、電話で深刻な脅迫が続きました。今日の会議の前に、日野先生のお話

を聞いて、私たち委員の参画度高まり、かつ具体化できました。こういう機会

を有意義に使うには、もちろん、こういう深刻なことが起こらないことを祈る

のですが、あくまでも市民として勉強の場にしていきたいと思いますので、こ

のような勉強会がさらに開催されればありがたいと思います。 

 

（議長：林部会長） 

はい、あいがとうございます。今のご意見に対して何か。 

 

（事務局：危機管理室長 千福） 

李委員のおっしゃる通りだと思います。ロンドンのときも、イスラムの犯罪

を犯した方と、イスラムの信条をもってらっしゃる方とはまったく別の次元な

ので、ロンドンのほうが対話をする機会を設けたとご紹介いただきましたので、

危機管理室としましては、災害を小さく収めるということも大事ですが、一方

で大阪市としての責任としては、犯罪と生活環境をいっしょにするとか、住的

なことをごっちゃにして考えるのはよくない。私も、危機管理をしている者と

して、肝に命じて、一定の収まった段階でそういうことがおこらないように、

できるだけ行政が配慮した動きを早く取り出すということが大事だと思いまし

たので、頭の中に今日インプットさせていただきましたので、こういうことも

考えながら対応していきたいと思います。 

 

（議長：林部会長） 

はい、よろしいでしょうか。いろいろご検討いただければと思います。もし

書くとすれば９６ページとか９７ページになると思います。 

今日、もうひとつ日野先生にご指摘いただいた「心のケア」みたいな問題も、

入れようとしたらここにたぶんなると思います。長期的な影響を早い段階でケ

アするかにかかわってくると思いますので、それについてもご検討いただけた

らよろしいかと思います。 
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いかがでございましょうか。他に何か承りますべきことがありますでしょう

か。もしないようであれば、この「議題１」というのはこのぐらいにさせてい

ただければと思います。 

次に「議題２ その他」というのがございますが、これについては全般を通

して何かお伺いすることがあれば、ご発言いただきたいと思います。 

よろしいでしょうか。では、もしご意見等なければ、最後に事務局のほうか

ら今後のスケジュールについてご説明いただければと思います。 

 

 

（事務局：住民保護企画担当課長 内藤） 

それでは今後のスケジュールについてご説明申しあげます。本日、委員の皆

様方から頂戴しましたご意見等を踏まえまして、「国民保護計画（素案）」の修

正をさせていただきまして、９月中旬頃に幹事会を開催しまして、９月の下旬

頃に第２回協議会を開催することを予定しております。詳細につきましては、

改めて委員の皆様方に調整させていただきたいと思いますので、どうぞよろし

くお願い申しあげます。 

なお、第２回協議会を開催しました後にパブリックコメントを実施しまして、

広く市民の方々よりご意見を頂戴したいと考えております。委員の皆様方にお

かれましても本日ご審議いただきました素案につきまして、本日の企画部会で

頂戴しましたご意見の他にも何かご意見等がございましたら、できましたら今

月末ごろまでに事務局宛に方法は問いませんのでご意見をいただけましたらと

考えておりますので、どうぞよろしくお願い申しあげます。 

 

（議長：林部会長） 

今、今後のスケジュールについて事務局のほうからご意見をいただきました。

それも含めて何か承ることはございますか。よろしゅうございますか。それで

はこれをもちまして本日の議題を全て終了させていただきたいと思います。 

皆さんにご協力いただきまして、協議会を円滑に終了することができました。

厚く御礼申しあげたいと思います。ありがとうございました。 

それでは、事務局にお返ししたいと思います。 

 

（事務局：危機管理室長 千福） 

ありがとうございました。ちょうど時間となりましたので、これで閉会とさ

せていただきます。本日は、どうもありがとうございました。 


